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吉賀町水道事業会計予算





議案第２３号

　（総　則）

第１条　平成３１年度吉賀町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)　給水件数 3,170 件

(2)　年間総給水量 862,622 ㎥

(3)　一日平均給水量 2,363 ㎥

(4)　主要な建設改良事業

　　水道管路緊急改善事業 52,975 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 ２ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

　　　対し不足する額 56,991千円は、過年度分損益勘定留保資金56,991千円で補填するものと

　　　する。）

第 1 款 千円

第 1 項 34,900 千円

第 2 項 15,900 千円

第 3 項 56,839 千円

第 4 項 2,333 千円

第 1 款 千円

第 1 項 52,975 千円

第 2 項 113,658 千円

第 3 項 330 千円

平 成 ３１ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　出

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

242,584

113,138

129,446

収　　　　　　　　　　　入

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

236,866

210,002

26,534

330

企 業 債 償 還 金

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 補 助 金

工 事 負 担 金

支　　　　　　　　　　　出

建 設 改 良 費

109,972

県 補 助 金

資 本 的 支 出

予 備 費

166,963



　 (企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、 10,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　(1)　収益的支出第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用に係る予算額に

　　　　過不足が生じた場合における項間の流用。

　　(2)　資本的支出第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費、第２項企業債償還金に係る予算額

　　　　に過不足が生じた場合における項間の流用。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

　　以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)職員給与費 16,844 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、140,329千円である。

平成３１年３月４日提出

吉賀町水道事業管理者　岩本　一巳

証書借入
又は

証券発行
上水道事業債 34,900千円

利率

年利　3.0％
以内

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
場合について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

償還の方法

　政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権者
と協定するものによる。ただし、財政の
都合により据置期間を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に借換することができ
る。

起債の目的 限度額



平成３１年度

吉賀町水道事業会計予算

説明書



（単位　千円：消費税込）

1 水道事業収益 242,584

1 営 業 収 益 113,138

1 給 水 収 益 113,138

2 営業外収益 129,446

1
受取利息及び配
当 金

1

2 他会計補助金 83,490

3 長期前受金戻入 45,955

（単位　千円：消費税込）

1 水道事業費用 236,866

1 営 業 費 用 210,002

1 原水及び浄水費 31,197

2 配水及び給水費 10,579

3 総 係 費 30,529

4 減 価 償 却 費 137,697

2 営業外費用 26,534

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

20,984

2
消費税及び地方
消 費 税

5,000

3 雑 支 出 550

3 予   備   費 330

1 予   備   費 330

営業活動から生ずる収益

支　　　　　　　　　　　出

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　考

営業活動に要する費用

浄水池等の維持管理等に要する費用

配水池等の維持管理等に要する費用

その他に要する費用

固定資産減価償却費

平 成 ３１ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　考

水道料金、受益者分担金

一般会計繰入金

国県補助金等戻入

企業債利息

消費税

過年度分過誤納還付金

預金利息



（単位　千円：消費税込）

1 資本的収入 109,972

1 企 業 債 34,900

1 企 業 債 34,900

2 県補助金 15,900

1 県補助金 15,900

3 他会計補助金 56,839

1 他会計補助金 56,839

4 工事負担金 2,333

1 工事負担金 2,333

（単位　千円：消費税込）

1 資本的支出 166,963

1 建設改良費 52,975

1
水道施設整
備 費

52,975

2 企業債償還金 113,658

1 企業債償還金 113,658

3 予 備 費 330

1 予 備 費 330

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款 　　   項 目 予　定　額 備　　考

上水道事業債

建設改良に要する基準内繰入金

生活基盤施設耐震化等交付金

企業債元金償還金

柿木、大野原布設替事業

支　　　　　　　　　　　出

       款 　　   項 目 備　　考予　定　額

新畑地区供給負担金、他



(単位：円)

1   業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 6,741,738

減価償却費 137,694,927

賞与等引当金の増減額(△は減少) 83,293

貸倒引当金の増減額(△は減少) 819,428

長期前受金戻入額 △ 45,956,388

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

支払利息 20,983,415

未収金の増減額(△は増加) △ 2,600,000

未払金の増減額(△は減少) △ 5,589,910

小計 112,175,503

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 20,983,415

業務活動によるキャッシュ・フロー 91,193,088

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 48,158,218

県補助金による収入 14,454,545

受益者負担金等による収入 2,333,346

一般会計からの繰入金による収入 51,671,818

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,301,491

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 34,900,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 113,657,547

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 78,757,547

　資金増加額 32,737,032

　資金期首残高 134,515,478

　資金期末残高 167,252,510

平 成 ３１ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）



２．　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額 備　考

　昇給に伴う増額 122

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　明

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分

　昇給に伴う増額 174給
 
料

手
当

174

122

174

122

本年度 558 234 756 461 1,877 1,250

前年度 558 234 738 461 1,835 1,188

比 較 18 42 62

手 当
の

内 訳

区 分
扶 養
手 当

通 勤
手 当

住 居
手 当

時 間 外
勤 務
手 当

児 童
手 当

特 殊
勤 務
手 当

期 末
手 当

勤勉
手当

１．　総　括
　　　(単位:千円)

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 2 7,553 5,136 12,689 2,871 1,284 16,844

前 年 度 2 7,379 5,014 12,393 2,328 1,255 15,976

比 較 174 122 296 543 29 868

給 与 費 明 細 表

職 員 数区 分 合 計
退職手当組合
負 担 金

法定福利費

給 与 費



３．　給料及び手当の状況

　（１）職員一人当たり給与

事務・技術職給料表

平均給料月額 （円） 313,150

平均給与月額 （円） 365,350

平 均 年 齢 （歳） 39歳9月

平均給料月額 （円） 305,700

平均給与月額 （円） 357,900

平 均 年 齢 （歳） 38歳9月

　（２）初任給

高 校 卒 148,600

大 学 卒 180,700 180,700

148,600

行政職（一）（円）

一般会計の制度

区 分

平成31年4月1日現在

平成30年4月1日現在

区 分
事 務 技 術 職
（ 円 ）

　（３）級別職員数

等　級 職員数 構成比(％)

１級

２級

３級 1 50

４級 1 50

５級

６級

計 2 100

１級

２級

３級 1 50

４級 1 50

５級

６級

計 2 100

平成31年4月1日現在

平成30年4月1日現在

1
事務・技術職



　（４）昇給

　職　員　数 （Ａ）人 2

　昇給に係る職員数  （Ｂ）人 2

２号給（人）

４号給（人） 2

６号給（人）

８号給（人）

　比率　　(B)/(A) 　　　（％） 100

　職　員　数 （Ａ）人 2

　昇給に係る職員数  （Ｂ）人 2

２号給（人）

４号給（人） 2

６号給（人）

８号給（人）

　比率　　(B)/(A) 　　　（％） 100

本
年
度

前
年
度

区　　　　　　　　　　分 事務・技術職

号給数別内訳

号給数別内訳

　（５）特殊勤務手当

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員の比率 （％）

平成31年4月1日現在

代表的な特殊勤務手 当の 名称

区 分 企 業 職 員

　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

事務・技術職
主事補又は
主事の職務

主任主事
の職務

主任の職務 主幹の職務
統括主幹又
は課長補佐

の職務

主査又は
課長の職務



　（６）期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

本年度 2.225 2.225 4.45 有

前年度 2.125 2.275 4.40 有

一般会計の制度 2.225 2.225 4.45 有

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る職員手当

区　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３０年勤続の者

（月分）
 最高限度額
 （月分）

備 考

支給率等 24.586875 33.27075 40.80375 47.709

一般会計の制度 24.586875 33.27075 40.80375 47.709

備 考区　分

職制上の階
級、職務の
級等による
加算措置あ

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支給率計

　（８）その他の手当

区 分 一般会計の制度との差異

扶 養 手 当 国 の 制 度 と 同 じ

住 居 手 当 国 の 制 度 と 同 じ

通 勤 手 当 国 の 制 度 と 異 な る 　自動車等使用者の支給内容

差 異 の 内 容



(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 104,112,992 104,112,992

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 28,584,513

(2) 配 水 及 び 給 水 費 9,654,604

(3) 総 係 費 29,401,183

(4) 減 価 償 却 費 137,694,927 205,335,227

   営　　　業　　　損　　　失 101,222,235

3   営   業   外   収   益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,000

(2) 他 会 計 補 助 金 83,490,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 45,956,388 129,447,388

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 20,983,415

(2) 雑 支 出 500,000 21,483,415 107,963,973

　経      常　　　利　　　益 6,741,738

　当 年 度 純 利 益 6,741,738

  前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 4,849,620

  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 11,591,358

平  成 ３１　年  度  吉　賀  町  水  道  事  業  予  定  損  益  計  算  書

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）



(単位：円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 68,039,687

ロ 建 物 124,972,256

減 価 償 却 累 計 額 △ 56,289,074 68,683,182

ハ 構 築 物 3,943,709,547

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,144,984,359 1,798,725,188

ニ 機 械 及 び 装 置 1,405,004,480

減 価 償 却 累 計 額 △ 943,958,363 461,046,117

ホ 建 設 仮 勘 定 31,412,610

有 形 固 定 資 産 合 計 2,427,906,784

固  定  資  産  合  計 2,427,906,784

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 167,252,510

(2) 未 収 金 27,600,000

貸 倒 引 当 金 △ 4,677,313 22,922,687

流  動  資  産  合  計 190,175,197

資    産    合    計 2,618,081,981

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 1,235,413,819

固  定  負  債  合  計 1,235,413,819

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 122,496,262

(2) 未 払 金 1,000,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 1,241,531

引  当  金  合  計 1,241,531

(4) 預 り 金 901,139

流  動  負  債  合  計 125,638,932

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 2,027,885,049

収 益 化 累 計 額 △ 1,156,617,404

繰  延  収  益  合  計 871,267,645

負    債    合    計 2,232,320,396

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6 資      本      金

(1) 資 本 金 370,858,088

資   本   金   合   計 370,858,088

7 剰      余      金

(1)利  益  剰  余  金

イ 利 益 積 立 金 3,312,139

ロ 当年度未処分利益剰余金 11,591,358

利 益 剰 余 金 合 計 14,903,497

剰   余   金   合   計 14,903,497

資    本    合    計 385,761,585

負  債  資  本  合  計 2,618,081,981

     平 成 3１ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(平成３２年３月３１日)



   かかる方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅳ　その他

　　賞与等引当金の取崩し

　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給するため、

　　賞与等引当金1,158,238円を取り崩す予定である。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　１　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

   (3)　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が

　　　その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

　２　引当金の計上方法

   (1)　賞与等引当金

　　　　職員の期末手当・勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当事業年度末における支給

      見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上する。

   (2)　貸倒引当金

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

    ものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる額は678,955,040円である。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置　　　　　 　6年～20年

          定額法による。

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法



(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 103,401,216

(2) そ の 他 営 業 収 益 2,000 103,403,216

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 29,958,967

(2) 配 水 及 び 給 水 費 11,007,841

(3) 総 係 費 27,233,708

(4) 減 価 償 却 費 140,088,815 208,289,331

   営　　　業　　　損　　　失 104,886,115

3   営   業   外   収   益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,000

(2) 他 会 計 補 助 金 87,407,244

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 45,444,027 132,852,271

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 22,716,536

(2) 雑 支 出 400,000 23,116,536 109,735,735

　経      常　　　利　　　益 4,849,620

　当 年 度 純 利 益 4,849,620

  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 4,849,620

平  成 ３０　年  度  吉　賀  町  水  道  事  業  予  定  損  益  計  算  書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）



(単位：円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 68,039,687

ロ 建 物 124,972,256

減 価 償 却 累 計 額 △ 50,792,861 74,179,395

ハ 構 築 物 3,885,080,459

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,066,022,040 1,819,058,419

ニ 機 械 及 び 装 置 1,405,004,480

減 価 償 却 累 計 額 △ 890,721,968 514,282,512

有 形 固 定 資 産 合 計 2,475,560,013

固  定  資  産  合  計 2,475,560,013

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 176,398,958

(2) 未 収 金 25,000,000

貸 倒 引 当 金 △ 3,857,885 21,142,115

流  動  資  産  合  計 197,541,073

資    産    合    計 2,673,101,086

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 1,323,010,081

固  定  負  債  合  計 1,323,010,081

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 113,657,547

(2) 未 払 金 6,589,910

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 1,158,238

引  当  金  合  計 1,158,238

(4) 預 り 金 901,139

流  動  負  債  合  計 122,306,834

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 1,959,425,340

収 益 化 累 計 額 △ 1,110,661,016

繰  延  収  益  合  計 848,764,324

負    債    合    計 2,294,081,239

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6 資      本      金

(1) 資 本 金 370,858,088

資   本   金   合   計 370,858,088

7 剰      余      金

(1)利  益  剰  余  金

イ 利 益 積 立 金 3,312,139

ロ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 4,849,620

利 益 剰 余 金 合 計 8,161,759

剰   余   金   合   計 8,161,759

資    本    合    計 379,019,847

負  債  資  本  合  計 2,673,101,086

     平 成 ３０ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(平成３１年３月３１日)



款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　較

242,584 244,385 △ 1,801

113,138 111,535 1,603

1.給水収益 113,138 111,535 1,603

129,446 132,850 △ 3,404

1.受取利息及び配当金 1 1 0

2.他会計補助金 83,490 87,407 △ 3,917

3.長期前受金戻入 45,955 45,442 513

２．営業外収益

平成３１年度　 吉賀町水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

収　　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 千円：消費税込）

１．水道事業収益

１．営業収益



節 金　額

1.給水収益 112,448 水道料金 112,448

3.分担金 690 加入者分担金 690

1.預金利息 1 預金利息 1

1.他会計補助金 83,490 他会計補助金 83,490

1.国県補助金戻入 41,234 国県補助金戻入 41,234

2.他会計補助金戻入 2,597 他会計補助金戻入 2,597

4.受贈財産評価額戻入 46 受贈財産評価額戻入 46

6.工事負担金戻入 2,078 工事負担金戻入 2,078

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 千円：消費税込）

説　　　明



款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　較

236,866 237,054 △ 188

210,002 208,797 1,205

1.原水及び浄水費 31,197 31,369 △ 172

2.配水及び給水費 10,579 10,810 △ 231

3.総係費 30,529 26,528 4,001

支　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 千円：消費税込）

１．水道事業費用

１．営業費用



節 金　額

14.燃料費 14 発電機用燃料 14

15.光熱水費 16,037 施設電気料 16,037

17.通信運搬費 1,381 専用回線使用料 1,381

除草作業委託料 648

電気設備保守点検委託料 859

水質検査手数料 6,463

再検査及び臨時検査手数料 220

21.賃借料 88 土地賃借料 88

22.修繕費 550 施設修繕料 550

25.工事請負費 4,091 施設工事費 4,091

28.薬品費 846 薬品費 846

15.光熱水費 1,350 施設電気料 1,350

17.通信運搬費 1,298 専用回線使用料 1,298

柿木地区維持管理業務 498

除草作業委託料 270

漏水調査業務 946

20.手数料 1,001 水質検査手数料 1,001

21.賃借料 12 土地賃借料 12

22.修繕費 4,290 施設修繕料 4,290

25.工事請負費 495 減圧弁分解点検等 495

29.材料費 419 材料費 419

1.給料 7,553 一般職給料 7,553

扶養手当 558

住居手当 234

時間外勤務手当 756

通勤手当 461

期末手当 1,300

勤勉手当 854

6.法定福利費 2,684 共済組合負担金 2,684

7.旅費 598 旅費 598

8.退職手当組合負担金 1,284 退職手当組合負担金 1,284

13.備消品費 1,825 消耗品、図書代 1,825

16.印刷製本費 46 納付書印刷費 46

20.手数料 6,683

2.手当 4,163

1,71419.委託料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 千円：消費税込）

説　　　明

19.委託料 1,507



款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　較

１．水道事業費用 １．営業費用 3.総係費

4.減価償却費 137,697 140,090 △ 2,393

２．営業外費用 26,534 27,933 △ 1,399

1.支払利息及び企業債取扱諸費 20,984 22,717 △ 1,733

2.消費税及び地方消費税 5,000 5,000 0

3.雑支出 550 216 334

３．予備費 330 324 6

1.予備費 330 324 6

支　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）



節 金　額

17.通信運搬費 396 非常用通報装置情報配信料 396

企業会計支援業務 1,760

会計システム保守 564

メーター検針業務 2,093

町内細菌検査手数料 6

収納事務手数料 345

駐車場使用料 6

公用車リース料 381

車検整備料 44

メーター交換 1,982

中央監視装置機能強化 2,145

28.薬品費 65 薬品費 65

研修参加負担金 92

水道協会負担金 126

建物損害保険料 224

自動車損害保険料 32

検針員保険料 13

自賠責保険料 25

自動車重量税 7

車検印紙代 9

41.その他引当金繰入額 2,061 引当金繰入額 2,061

減価償却　建物 5,497

減価償却　構築物 78,963

減価償却　機械等 53,237

1.企業債利息 20,984 企業債利息 20,984

1.消費税及び地方消費税 5,000 消費税及び地方消費税 5,000

99.その他雑支出 550 過年度分過誤納金還付金 550

1.予備費 330 予備費 330

（単位：千円）

説　　　明

35.負担金 218

37.保険料 294

1.有形固定資産減価償却費 137,697

19.委託料 4,417

20.手数料

21.賃借料

22.修繕費

351

387

44

23.工事請負費 4,127

38.公課費 16



款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　較

109,972 109,372 600

34,900 35,400 △ 500

1.企業債 34,900 35,400 △ 500

15,900 15,666 234

1.県補助金 15,900 15,666 234

56,839 57,592 △ 753

1.他会計補助金 56,839 57,592 △ 753

2,333 714 1,619

1.工事負担金 2,333 714 1,619

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　較

166,963 156,143 10,820

52,975 51,104 1,871

1.水道施設整備費 52,975 51,104 1,871

２．企業債償還金 113,658 104,715 8,943

1.企業債償還金 113,658 104,715 8,943

３．予備費 330 324 6

1.予備費 330 324 6

支　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 千円：消費税込）

１．資本的支出

１．建設改良費

４．工事負担金

資本的収入及び支出

収　　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 千円：消費税込）

１．資本的収入

１．企業債

３．他会計補助金

２．県補助金



節 金　額

1.企業債 34,900 企業債 34,900

2.県補助金 15,900 生活基盤施設耐震化等交付金 15,900

1.他会計補助金 56,839 他会計補助金 56,839

新畑地区供給負担金 749

消火栓負担金 1,584

節 金　額

7.備消品費 126 消耗品 126

8.燃料費 161 公用車燃料費 161

11.通信運搬費 240 携帯電話使用料 240

大野原地区　布設替 52,448

1.企業債償還金 113,658 企業債償還金 113,658

1.予備費 330 予備費 330

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 千円：消費税込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 千円：消費税込）

25.工事請負費 52,448

説　　　明

説　　　明

1.工事負担金 2,333


